
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書
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1 事業の成果

令和 4年度も昨年度に引き続きウェビナーやホームページによる教育事業や啓発事業をおこなった。

今年度は新たな活動として、対面+オンライン配信のワークショップを開催のほか、社会保障相談窓口

を設置することができた。それぞれの活動によって免疫疾患や膠原病に関する一般市民の知識の向上や

疾患に関する啓発や支援を行 うことができた。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係 る事業

円)

(事業費の総費用 【 1286   】千

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

足款 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受盗
対象者
範囲

党盃
対象者
人数

事業費
(千 円)

免疫疾患、膠
原病関連疾患
に関する調査
及び研究事業

実施な し 0

一般市民、医
療従事者への
研 修 会 の 開
催、情報提供
および出版配
布などの医療
教育事業

市民公開ウェビナー
7月 、 8

月、11月

オンライ

ン、事務

所

約 10人

一 般 市

民、医療

従事者

約 120人 503

市民公開ワークショップ 12月

オンライ

ン、外部

会場

約 5人

一 般 市

民、医療

従事者

約 100人 665

社会保障支援 不定期

オンライ

ン、事務

所

不 定 一般市民 不特定 0

免疫疾患や膠
原病関連疾患
の普及啓発事
業

ホームページ、SNSを用い
た普及啓発活動 不定期

オンライ

ン、事務

所

約 10人

一 般 市

民、医療

従事者

不特定 118
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名
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業

款
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事
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事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
(千円)





書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

:生定」1垂担|』i乱動法ム_壺I鬱1主.L膠原菱i■:』1駐主:生菫豊:=_豊盤箋_」趾空l⊆踵:整」
=2主

ツ_ト ワーク

令   箱 小計・合計

2
1

2

現金預金
貯蔵品

942,2641

6,6601

【A】 資 産 合 計 ①+② 948,924

3,192

3.192

源泉預 り金

3,192

ｌ

Ｉ

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 948,



16 28

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法 人会計基準によっています。

(2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法 人会計基準協議会)

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品
(2)固定資産の減価償却の方法

最終仕入原価法

該当なし
(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

該当なし

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当なし

(5)消費税等の会計処理 該当なし

2.事 業別損益の状況

令和4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人免疫・膠原病に関する支援・教育・研究のためのネットワーク

科 目
教育事業 普及事業 事業 事業

事業部門計 管理部門 合 計

1066334
69000

600000
69000

1666334976100 90234

1066334 669009 1735343976100 90234

481004

393750
30000

481004

196875

481004

196875 196875
30000

677879 226875 904754677879

156926
16500
22274
22940
48848

275232
65009

854

213868
65009
46830

16500

156926
33000
22274
22940
48848

489100
130018
47684

156926
8500

22274
22940
48848
137616
35009

854

137616
30000

8000

608583 342207 950790432967 175616
1286462 569082 18555441110846 175616
-220128 99927 -120201-134746 -8538`

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

講師報酬

給料手当

役員報酬

人件費計
(2)そ の他経費

会議費
地代家賃
執筆料
旅費交通費
広告宣伝費
手数料
通信費
消耗品費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

算定方
卜
ｒ^内 容 金 額

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。

当法人の正味財産は945,732 円ですが、その うち 0 円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は945,732 円です。

5.固 定資産の増減内訳

円 )(

７
〓

6.借 入金の増減内訳 該当なし

役員及びその近親者 との取引の内容
役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

該当なし

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするため
に必要な事項

事業費と管理費の按分方法

事務所費、通信費、弁護士法人支払い、税理士法人支払い、給与手当 はそれぞれ 1/2ずつ

その他の事業に係る資産の状況

特になし

8

備 考内 容 期首残高
望
〓 期増加額 当期減少額 期末残高

350000 350000活動支援

イ)ヽ言十

製薬企業 (合計5社)か らの活動支援金
について、各企業の適用範囲内で使用

科 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

該当なし

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計

科 目 期首残高 当期借入
墾
〓 期返済 期末残高

合 計

科 日
計算書類に

計上 された

金額

内、役員 と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表 )

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和4年度 財産目録

事 業 報 告 用

特 申 」L蛍 剰 活 動 法 人 争 痣・ 膠 鷹病 に 関 す る支援・教育・ 研究のためのネ ッ トワー ク

合   計

942,264

未収金

6,660

2

6,660レターツヽ ック

現金預金
手元現金
三井住友銀行普通預金

貯蔵品

948,924【A】 資 産 合 計 ①+②

】 負 債 の 部
:動 負債

3,192

3,192

未払金

報酬源泉所得税
預 り金

3.192流 目1負債合計 ③

定負債

【I

2
Ｆ
Ｉ
Ｌ
中 倍 合計 ④

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 3,1

945,732【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】

〕賃 産

948,92`



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和4年度 年間役員名簿 J泄:篇房鯖ぢF鵠継lξttξ琳紺薦馨譜風繁喬
所並

生_主:担壺班 :二重塑:塾重:重_上=隆星 !超_壺:壁!ヱ己:豊:二重
宣_1研究のためのネットワーク

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該 当者のみに記入)
氏   名

監 事
ノムラ アツシ 令和4年 4月  1日

令和5年 3月  31日

年 月

月

日

日年野村 篤史

2
監 事

Kts-? l7Yt1 令和4年 4月  1日

令和5年 3月  31日

年  月  日

年  月  日陶山 恭博

ノ

3ヽ
監 事

ウエチ エイシ 令和4年 4月  1日

令和5年 3月  31日

年 月

月

日

日年上地 英司

ノ

4ヽ 監 事

ロクタンダ リョウ 令和4年 4月  1日

令和5年  3月  31日

年

年

月   日

月 日六反 田 諒

監 事

ハジ ヨウイチロウ 令和4年 4月  1日

令和5年 3月  31日

年  月  日

年  月  日土師 陽一郎

監 事

A:)1 y '?+f I 令和4年 4月  1日

令和5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日岡田 正人

7

フジタ ヨシロウ 令和4年 4月  1日

令和5年 3月  31日

令和4年 4月  1日

令和5年 3月  31日藤田 芳郎

8 理事・監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年 月 日

10 理事・監事

年 月

月

日

年 日

年 月

月

日

日年

1

5

6

⌒理で13



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員の うち 10人以上の者の名簿 )

特定

究のためのネ ッ トワーク

1

岡田正人

2

野村篤史

3

陶山恭博

4

上地英司

5

六反田諒

6

土師陽一郎

7

小澤廣記

8

中井健宏

9

山口賢一

10

片岡裕子

11

12

氏   名


